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1. 基本要件

1.1. 目的
現在使用している図書館情報管理システムは導入から5年以上が経過しており、ハードウェアの老朽化などにより、業務量の増加や多様化する利用者の要望に対し、年々対応が難しくなっている。
今回のシステム更新にあたっては、日々進化しているICTの技術を積極的に取り入れ、図書館情報管理システム内のデータ資産を過不足なく引継ぎ、信頼性、安定性、拡張性を重視し、高いセキュリティを有した最新の図書館情報管理システムの導入を図ることで、処理能力に優れ、利用者からの要望の多き機能を備えた新システムを導入することにより、利用者サービスの充実と業務の効率化を図るものである。

1.2. 調達方針
新システムの構築にあたっては、以下の点に重点を置く

（1） スマートフォンによる資料の貸出機能
利用者カードをスマートフォンで表示させる機能を搭載する。スマートフォンで資料の貸出ができるようにし、利用者の利便性向上を図る。

（2） 「郷土新聞閲覧システム」の有効活用
明治から戦前にかけての郷土の新聞記事抜書資料（手書き）約１万点を図書館情報管理システムに登録しており、図書館情報管理システムで閲覧することができるものを作成済。この新聞の現物は、鳥取県立図書館が所蔵しているので、このデータベースを利用して、ホームページ上で公開するなど、有効な活用を検討している。

（3） マイナンバーカードを利用した資料の貸出機能
鳥取市では、マイナンバーカードの利用による市民の利便性向上を積極的に推進しており、図書館情報管理システムにおいてもマイキープラットフォームを利用した認証方式で、マイナンバーカードでの資料貸出機能を導入し、利便性向上を図る。

（4） 電子図書館システムとの連携
昨年度に稼働した、鳥取市電子図書館システムと調達する図書館情報管理システムとの連携をさせて、図書館情報管理システムで検索や予約などの履歴情報が連携できるようにし、利便性向上を図る。また、オーディオブックスについても今後導入を予定している。
1.3. 調達範囲
（1） 業務実施計画

（2） 基本設計

（3） 詳細設計

（4） システム開発

（5） ネットワーク構築

（6） データ移行

（7） ホームページ作成

（8） 機器類の調達、導入
（9） 操作研修

（10） 保守・運用支援

1.4. 業務実施要件
（1） 契約期間
1 システム構築期間

システム構築期間は、契約締結の日から令和６年２月２９日までの間とする。

2 システム移行期間

　システム移行のための休館期間については、以下のとおり。
　中央図書館　：令和６年２月１２日～２月２９日（蔵書点検を含む）

　その他の拠点：令和６年２月１９日～２月２９日

この期間中にシステム移行及び職員の操作研修を完了し、稼働予定日の令和６年３月１日には確実に運用が開始できるように提案を行うこと。
3 システム保守・運用支援期間
令和６年３月１日～令和１１年２月２８日
（2） 秘密保持

受託者は本業務を通じて知り得た秘匿を要する事項を第三者に漏らしてはならない。また、不当な目的に利用してはならない。
この契約が終了した後においても同様とする。
（3） 個人情報の取り扱い

受託者は本業務の実施にあたり、個人情報の取扱については、鳥取市の「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
（4） 再委託の禁止

　受託者は業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に請け負わせ、又は委任してはならない。
業務の一部を第三者に請け負わせ、又は委任しようとするときは、あらかじめ当市の承認を得なければならない。
（5） 契約不適合
　受託者は導入するパッケージソフトのほか、カスタマイズならびに新たにシステム開発したプログラムに瑕疵があった場合、システムの引渡しを受けた日から１年間は瑕疵担保責任を負うものとする。
（6） 納品・検収

　当市が承認したテスト計画書に基づくテストの合格及び成果物の納品をもって検収とする。
　納品スケジュールについては、当市と協議の上決定すること。

（7） 支払方法
　構築費用の支払いについては、別途調達により決定する鳥取市指定のリース会社から支払うものとする。なお、補助金事業に該当する部分に関しては、当市から直接支払う場合があるため、契約時に調整するものとする。
システム保守費用については、別に契約するものとするが、今回の提案全体の見積には含むものとする。

（8） 疑義
　プロポーザルにより選定された事業者は、候補事業者であり最終決定は詳細の仕様確認を実施後に決定する。

　本仕様書に記載のない事項または疑義が生じた場合は、速やかに協議し、円満に解決を図るものとする。
1.5. 納入物

（1） システム

1 ソフトウェア　一式
2 ハードウェア　一式

（2） ドキュメント

1 実施計画書

2 基本設計書

3 詳細設計書

4 テスト計画書および結果報告書
5 セキュリティ検査結果証明書
6 システム操作マニュアル（図書館職員向け）
7 システム管理マニュアル（システム管理者向け）

8 保守説明書

9 その他必要なもの

1.6. 納品場所
（1） システム納入場所
	名　称
	住　所

	中央図書館
	〒680-0845　鳥取県鳥取市富安2丁目138-4

	気高図書館
	〒689-0334　鳥取県鳥取市気高町北浜3丁目121-6

	用瀬図書館
	〒689-1201　鳥取県鳥取市用瀬町用瀬832

	国府図書室
	〒680-0152　鳥取県鳥取市国府町庁380

	福部図書室
	〒689-0102　鳥取県鳥取市福部町細川668

	河原図書室
	〒680-1221　鳥取県鳥取市河原町渡一木277-1

	佐治図書室
	〒689-1313　鳥取県鳥取市佐治町加瀬木2542-1

	鹿野図書室
	〒689-0405  鳥取県鳥取市鹿野町鹿野342

	青谷図書室
	〒689-0501  鳥取県鳥取市青谷町青谷667

	鳥取市立病院図書室
	〒680-8501　鳥取県鳥取市的場１丁目1


（2） ドキュメント納品場所
　　〒680-0845　鳥取県鳥取市富安二丁目138番地4
　　　　　　　　鳥取市立中央図書館

　　電話：0857-20-3802　FAX：0857-27-5192
1.7. 既存機器の処分
鳥取市立図書館３館及びコミュニティセンター図書室６室で現在使用している図書館システム機器（サーバ、クライアント端末、プリンタ等）について、継続して使用しないものはすべてデータを消去し、指定した場所（中央図書館2Fを予定）に移動すること。

廃棄については鳥取市にておこなう。

2. システム構築要件
2.1. 業務実施計画作成
　新図書館システムの導入にあたっては、契約締結後２週間以内に業務実施計画書を作成・提出し、当市の承認を得た上で作業を開始すること。業務実施計画書には、作業体制、スケジュール、プロジェクト管理方法、進捗管理方法、設計開発の進め方、リスク管理方法等を記載することとし、当市と協議のうえ合意した内容とすること。

2.2. 機器の設置要件
サーバ機器の設置場所は、鳥取市役所駅南庁舎２階の鳥取市立中央図書館サーバ室内とする。なお、サーバ室の電源回路、ブレーカーに関してはシステム稼働に支障のないように必要に応じて改修すること。また、仮設配線についても同様とする。

　クライアント端末等は、前述の基本要件にある「６．納入場所」に示す各図書館に設置すること。

2.3. システム機能要件
（1） 本システムが対象とする業務は以下のとおり。なお、各業務の詳細な機能要件について、別紙１「機能要件確認書」に示すので、回答を記入し、企画提案書とともに提出すること。

1 窓口業務（資料貸出・返却・予約）

2 利用者管理

3 督促管理

4 資料検索

5 資料管理（目録管理・所蔵管理）
6 相互貸借

7 収書業務（発注・受入・MARC取込・TooLi連携）

8 蔵書点検

9 館内OPAC
10 WebOPAC（パソコン、携帯）

11 ホームページ

12 帳票関連

13 レファレンス管理
14 移動図書館業務

15 盗難防止（IC連携）
16 拠点間連携

（2） 新システムの構築にあたって、業務の効率化や市民サービスの向上のために、当市が改善したいと考えている業務・サービスを前述の基本要件にある「２．調達方針」の（１）～（４）に示しているので、これらの点について有効な提案があれば記載すること。
（3） 現行システムで使用中の貸出カード及び利用者データについては、引き続き使用できるシステム構成とすること。
（4） 現在、資料に貼付されているICタグを引き続き使用できるシステム構成とすること。
2.4. ネットワーク構築要件
（1） 図書の予約確保連絡や個別連絡メールを送信するために利用するメールサーバについては、鳥取市のメールサーバを使用すること。
（2） セキュリティには十分配慮し、情報漏洩等が起こることのないように設計・設定を行うこと。
（3） 業務ネットワークと利用者が使用する機器のネットワークは分離し、必要な情報のみにアクセスできるよう環境構築するなど、セキュリティに配慮した設計とすること。業務ネットワークと利用者が使用する機器のネットワークはLANケーブルの色で違いが分かるようにすること。
（4） 既存のLANケーブルの使用は可能だが、新しい機器やネットワークにあったLANケーブル等を敷設すること。
（5） 移動図書館業務については、引き続きモバイルルータを使用してオンラインでの運用をおこなうため、最適なネットワーク提案を行うこと。また、SSL-VPN等の機器については、導入時の最新の物を使用すること。
（6） 移動図書館業務等の外部からの接続には多要素認証を行うこと。
2.5. ホームページ作成要件
　本調達において、図書館ホームページをリニューアルするため、ホームページ構築に関する提案を行うこと。ホームページの作成に精通していない職員でもコンテンツの作成が可能な仕組み（CMS等）を採用すること。
2.6. データ移行要件
（1） 現行システムデータを支障なく新システムへ移行すること。
（2） 現行システムからのデータ抽出は、当市指示及び立会いのもと、当市が想定する任意の時期に、協力して実施すること。作業に必要となる情報は当市から提供する。受託者に掛かる費用は見積に含めること。
（3） データには個人情報が含まれるため、「別記 個人情報取扱特記事項」を遵守すること。
（4） 次回のシステム更新時には、汎用的なデータ形式にてデータ抽出を行い、次期システムベンダーに協力して必要な資料・データを提供すること。また、これに伴う経費は保守経費の範囲内で行うこと。
2.7. 操作研修
新システムの運用を円滑にするため、以下の研修を実施すること。研修に必要な資料、機材は受託者で準備すること。実施回数や場所については当市と協議のうえ決定すること。

（1） 図書館職員研修
システム利用に関する図書館担当者向けの研修を企画・実施すること。必要となる操作マニュアルを準備すること。
（2） システム管理者研修
システム運用管理者向けの研修を企画・実施すること。必要となる操作マニュアルを準備すること。

2.8. 他システムとの連携要件
（1） 他図書館との連携要件
1 当市が現在参加している「鳥取県内図書館横断検索システム」に引き続き参加できること。
2 鳥取県立図書館が提供する県立MARCの取込が可能であること。
3 国立国会図書館が提供するJAPAN MARCを取り込み、容易に書誌の作成が可能であること。
4 図書館間相互貸借資料の管理ができるシステムとすること。
（2） 鳥取市電子図書館との連携
当市が別途契約する鳥取市電子図書館システム（「LibrariE＆TRC-DL」）と図書館情報管理システムと連携できること。
鳥取市電子図書館システムと図書館情報管理システムの連携は、OPACとの認証連携により、図書館情報管理システム側でログインしていれば、鳥取市電子図書館側のログイン操作が不要になること。
電子図書館システムの貸出ログ及び予約ログを取り込み、図書館業務システムの統計で合わせて管理できるような仕組みであること。
今後導入を予定するオーディオブックスについても同様に操作できること。
電子書籍（オーディオブックス含む）の本費用は鳥取市が別途調達する。
（3） マイナンバーカードの図書館カード利用
図書館利用者カードとしてマイナンバーカードが利用できること。
マイナンバーカードと図書館システムの利用者情報は、マイキープラットフォームでの紐づけ登録に対応すること。マイキーIDにサービスID（図書館利用者カード番号）を関連づけることで、図書資料の貸出を行えること。マイナンバーカードによる図書館利用を中止したいときは、関連付けを解除できること。
2.9. セキュリティ要件
（1） システム及びネットワークについては、不正アクセス・改ざん、情報漏洩等の防止対策及びウイルス等に万全を期すること。契約期間中のセキュリティ対策に必要なソフトウェアライセンス等は見積に含むこと。
（2） 外部セキュリティ対策として、外部接続ポイントにはファイアウォール等を設置すること。また、稼働前には外部攻撃に対して公開系システムに脆弱性が無いことを確認し、証明書を提出すること。
（3） 利用者が操作するパソコンについては、不正行為等を防止するための操作制限ソフト等を備えること。
（4） 本システムでは、移動図書館など館外からのアクセスを行う業務が発生する。館外からのアクセスに対するセキュリティ対策については、セキュアな通信回線を使用し、接続時は多要素認証を行うこと。詳細は当市と協議を行い対応すること。
（5） 本システムで扱う情報は登録利用者に関する個人情報が含まれるため「別記 個人情報取扱特記事項」に従い、万全の対策を行うこと。
WebOPAC にて館外から利用者がアクセスを行うため、業務系と公開系のデータベースを別サーバとし、個人情報を持たせずにそれ以外のデータを複製して使用すること。
（6） 業務担当者以外の者が容易に情報を入手できないように、システムに保持する情報については適切なアクセス制御を行い、データ保護を行うこと。
アクセスが許可されたユーザのみを認証すること。認証されたユーザに割り当てられた権限をもとに、利用可能な機能及びデータを制御可能とすること。
不要なサービスの停止や不要なポートの閉塞を行うこと。
（7） 本システムのサーバ機器およびクライアント機器へのウイルス対策ソフトウェアのインストールおよび設定を行うこと。自動でパターンファイルやエンジンが更新されるように設定し、万が一、ウイルスが発見された場合の対応手順を整備すること。
（8） システムで扱う情報に対して必要な改ざん防止対策および暗号化対策を講じること。
（9） 業務のログについては、保存・参照・更新・複写及び廃棄の日時並びに実施者の記録など、どのような作業をいつ、誰が行なったかをログとして取得すること。システムのログについては、導入した各種アプリケーションの動作状況や残存リソースなど、運用保守上必要となる情報をログとして取得できること。なお、システム内の機器が時刻同期されていること。
（10） USBメモリ等による安易な情報の受け渡しに対して、運用に合わせて制限するなどの対策ができること。
2.10. テスト実施と品質管理
（1） テストは受託者が行うシステムテストと、当市が行うユーザテストを設けること。
（2） 受託者は新システムの正常稼動を確認するため、事前に当市に報告・承認を得たテスト計画書に基づいてシステムテストを行うこと。
（3） 受託者で実施するテストが完了した後、当市によるテスト（ユーザテスト）を行う。テスト環境については受託者で用意すること。ユーザテストは本番環境には影響を与えないようにすること。
（4） 各種テストの結果については、テスト完了後速やかに当市に報告し、承認をうけること。
（5） 各種テストは品質管理基準を設け、適正に実施すること。
3. 保守・運用支援業務要件
（1） システムの円滑な運用が行えるように十分な保守体制を整えた提案を行うこと。保守の対象は本業で導入するシステムおよびハードウェアとする。
（2） 原則、保守形態はオンサイト（現地修理、現地対応）とする。システム保守メンテナンスについても、止むを得ない場合はリモート接続による保守も可とする。ただし、リモート接続は、当市の承認を得た上で、閉域網回線を利用すること。詳細は当市と協議すること。また、作業は保守専用端末で行い、回線接続認証は多要素認証を行うこと。
サーバ室等で作業を行う際には、作業申請書を提出すること。

（3） 対応時間
年末年始（12/29～1/3）を除く平日、土日祝日に対応可能なコールセンターがあり、エンジニアが対応できる体制であること。
原則、対応時間は8:30～19:00とするが、時間外であっても障害復旧を行うこと。
（4） 問合せ対応
図書館情報管理システムの操作等に関する問合せに応じること。
蔵書点検時には、当市の求めに応じ、立会を行うこと。（データ取り込み時など）

（5） 平常時対応
オンラインサービスの開始・停止は自動で実行されること。システム停止を伴う運用作業や保守作業は、サービス時間帯に実施することはできないため、サービス提供時間帯以外に行うこと。

（6） 障害対応
障害発生時、現地での対応が必要と判断される場合には、4時間以内に現地での初期対応が可能であること。
速やかに復旧作業に着手して復旧に努めること。発生した障害への対応状況（障害の内容、発生理由、対応経緯、実施作業など）について速やかに報告を行うこと。

サーバ障害等でデータに係るトラブルが発生した場合は、バックアップデータからのリストアを行う等データ復旧作業を行うこと。
（7） 監視作業
オペレーションシステム、アプリケーションソフト等のログを取得し、エラー等の発生の監視を実施すること。
攻撃や改ざん、脆弱性、セキュリティインシデント等の事象が発生し、利用者への影響が考えられる場合には、直ちに当市へ報告の上、対応を協議すること。

4. ハードウェア要件
主要なハードウェアの要件を以下に示す。
4.1. 共通事項
（1） 5年間のメーカー保守保証や提案するシステムとの動作確認がされている製品であること。
（2） セキュリティパッチについては、納品時の最新のものを提供したうえで納品すること。
（3） イメージバックアップを取得し、ハードウェアに障害が起こった際には障害発生前の状態に復元できること。
（4） 別紙２「ハードウェア・ソフトウェア数量表」に必要となる機器の台数を示す。
（5） 本仕様にない機器であってもシステムの稼働に必要な機器は見積に含めること。
（6） 本仕様に示す機器・ソフト等について、導入時までに後継機等が販売された場合は、別途協議のうえ対応すること。
（7） 導入する各機器の入力電圧として AC100Vに対応していること。
4.2. サーバ
（1） システムの稼働に必要なすべてのデータを格納したうえで、稼働後５年以上にわたり図書館業務が安定して運用できること。
なお、現在のデータ量と6年後に予測されるデータ量は以下のとおり。
	項　目
	書誌データ件数
	所蔵データ件数
	貸出冊数
	予約件数
	利用者データ件数

	現　在
	258万件
	70万件
	83万件
	14万件
	8万件

	令和12年度予測
	335万件
	90万件
	120万件
	18万件
	10万件


（2） データのバックアップは毎日取得すること。
（3） 予測を超える業務量の増加があった際にもスペックの拡張が容易に行えること。
（4） 業務系（内部系）サーバと利用者サービス系（公開系）サーバは、機器を物理的または論理的に分けること。
（5） サーバのディスクは冗長化すること。障害発生時復旧や資源最適化の観点から仮想サーバ構成が望ましい。
（6） OSについては、必要に応じてセキュリティパッチ等を提供し、適用作業を行うこと。
（7） 無停電電源装置を設置し、電源停止時には、サーバを安全にシャットダウンできること。
（8） 施錠のできるラックに格納すること。
（9） サーバ機器を中央図書館サーバ室内に設置することを想定しているが、クラウド環境での構築についても提案可とする。その場合は5年間のサービス利用料を含めて提示すること。
4.3. クライアント端末
4.3.1. 共通事項

５年以上にわたりクライアント端末が安定して稼働すること。

4.3.2. 業務端末（デスクトップ）
（1） ビジネスモデルのデスクトップパソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i3またはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） DVD-ROMドライブ（外付け可）を有すること。
（7） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが6口以上あること。
（8） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（9） ディスプレイは20インチワイド以上のフルカラー表示対応液晶ディスプレイであること。
（10） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（11） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
（12） Microsoft Office Personal 2021またはHome & Business 2021をインストールすること。
4.3.3. 業務端末（ノート）

（1） ビジネスモデルのA4ノート型パソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i3またはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） DVD-ROMドライブ（外付け可）を有すること。
（7） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが6口以上もしくはUSB-HUBで拡張してあること。
（8） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（9） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（10） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
（11） Microsoft Office Personal 2021またはHome & Business 2021をインストールすること。

4.3.4. 自動貸出機用端末（タッチパネルディスプレイ）

（1） ビジネスモデルのデスクトップパソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i3またはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） DVD-ROMドライブ（外付け可）を有すること。
（7） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが6口以上あること。
（8） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（9） ディスプレイは15インチワイド以上のフルカラー表示対応液晶ディスプレイであること。
（10） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（11） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
4.3.5. 自動返却機用端末（タッチパネルディスプレイ）

（1） ビジネスモデルのデスクトップパソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが4口以上であること。うち1口以上はUSB3.0以上であること。
（7） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（8） ディスプレイは17インチ以上のフルカラー表示対応液晶ディスプレイであること。
（9） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（10） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
4.3.6. 館内OPAC（タッチパネルディスプレイ）

（1） ビジネスモデルのデスクトップパソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i3またはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが4口以上あること。
（7） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（8） ディスプレイは17インチ以上のフルカラー表示対応液晶タッチディスプレイであること。
（9） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（10） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
（11） 操作制限ソフトをインストールすること。
4.3.7. 利用者インターネット端末（デスクトップ）
（1） ビジネスモデルのデスクトップパソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i3またはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが4口以上あること。
（7） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（8） ディスプレイは20インチワイド以上のフルカラー表示対応液晶ディスプレイであること。
（9） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（10） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
（11） 操作制限ソフトをインストールすること。
（12） 瞬間復元ソフトをインストールすること。
4.3.8. 視覚障がい者用端末（デスクトップ）
（1） ビジネスモデルのデスクトップパソコンであること。
（2） OSはWindows11 Professionalであること。
（3） CPUはCore i3またはCore i5等のミドルレンジ以上であること。
（4） メモリは8GB以上であること。
（5） SSDは200GB以上であること。
（6） USB2.0以上（Type-A）に準拠したUSBポートが4口以上あること。
（7） 1000BASE-T以上に対応するLANポートを有すること。
（8） ディスプレイは20インチワイド以上のフルカラー表示対応液晶ディスプレイであること。
（9） マウスは光学式かレーザー式、キーボードは日本語キーボードであること。
（10） ウイルス対策ソフトをインストールすること。
（11） 高知システム開発のPC-Talker、MyWord、NetReaderをインストールすること。
4.4. プリンタ等周辺機器

4.4.1. モノクロレーザープリンタ
（1） A3からはがきサイズの用紙印刷が可能であること。
（2） 給紙カセットは2段以上装備していること。
（3） 両面印刷が可能なこと。
（4） 100BASE-TX以上に対応するLANポートを有すること。
（5） 印刷速度はA4モノクロ印刷 32ページ／分以上であること。
4.4.2. カラーレーザープリンタ
（1） A3からはがきサイズの用紙印刷が可能であること。
（2） 給紙カセットは2段以上装備していること。
（3） 両面印刷が可能なこと。
（4） 100BASE-TX以上に対応するLANポートを有すること。
（5） 印刷速度はA4カラー印刷 27ページ／分以上であること。
4.4.3. レシートプリンタ
（1） サーマル記録方式であること。
（2） バーコード印刷ができること。
（3） 印刷速度は300mm/s程度であること。
（4） レシート幅80mmに対応していること。
4.4.4. ハンドバーコードリーダ
（1） レーザー出力方式であること。
（2） JAN、Code39、Code128、NW-7のバーコードが読取可能なこと。
（3） スマートフォンや液晶に表示されるバーコードが読み取り可能なこと。
4.4.5. ハンディターミナル

（1） レーザースキャナー式であり、軽量で作業効率の良いものであること。
（2） 読み取り完了及びエラーをランプ及びブザーで知らせる機能を持つこと。
（3） データの送信時は、非接触で簡単に業務端末と接続可能であること。
4.5. IC機器

4.5.1. ICカードリーダ（マイナンバーカード用）
公的個人認証（電子証明書）サービスポータルサイトのページに記載された、マイナンバーカードに対応したICカードリーダライターを用意すること。
4.5.2. ICリーダ・ライタ（貸出・返却業務用）
（1） ICODE-SLIに対応していること。
（2） A4またはA3サイズであること。（設置条件等に応じて提案すること）
（3） 金属机対応であること。（設置条件等に応じて提案すること）
4.5.3. ICセキュリティゲート（２通路）
（1） ICODE-SLIに対応していること。
（2） ゲート通過時に、入館と退館の動きを区別できること。
（3） 入館者をカウント、集計できるソフトを添付すること。
（4） TCP-IP接続可能であること。
4.6. ネットワーク機器
（1） セキュリティやトラフィックを十分に考慮したうえで、必要なスペックのファイアウォール、ルータ等の機器で構成すること。
（2） 提案の中でその選定根拠を示すこと。

5. 現行システム構成（参考）
（1） サーバ
· 業務サーバ　１台
· 業務管理サーバ　１台
· WEBサーバ（公開用蔵書検索サーバ）　１台
· WEBサーバ（メールサーバ・ホームページ管理）　１台
· UPS
· データバックアップ（NAS）

（2） クライアント端末
· 業務用PC　３４台（デスクトップ×21台、ノート×8台、BMノート×5台）
· 館内OPAC　９台
· 自動貸出機用PC　３台
· 自動返却機用PC　２台
· 自動返却データ確認用PC　１台
· 利用者用インターネットPC　１６台
· 視覚障がい者用PC　１台
· カラーページプリンタ　１台
· モノクロページプリンタ　１２台
· レシートプリンタ　３０台
· バーコードリーダ　３７台
· ICリーダライタ　１７台

（3） ソフトウェア
· 図書館システムパッケージソフト
京セラコミュニケーションシステム製　ELCIELO

· クライアントPC
マイクロソフト　Ｏｆｆｉｃｅ
シマンテック　ＡｎｔｉＶｉｒｕｓ

· ホームページ作成
IBMホームページビルダー

（4） セキュリティ
· ファイアウォール、ルータ

· 操作制限・ウイルス対策ソフト
· ICセキュリティゲート（2通路）　２台
（5） ネットワーク
現行のネットワーク構成イメージは以下のとおりである。ネットワーク回線及び情報ハイウェイ接続Ｌ３スイッチまでが当市準備であり、それ以外が現行システム側構築範囲である。
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別記　個人情報取扱特記事項
（基本的事項）
第１　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。
（秘密の保持）
第２　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（使用者への周知）
第３　乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。
（適正な管理）
第４　乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん及び毀損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（収集の制限）
第５　乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。
（目的外利用及び第三者への提供の禁止）
第６　乙は、委託業務を履行するにあたって知り得た情報を、甲の書面による事前の承諾を得ることなく委託業務を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。
（複製及び持ち出しの禁止）
第７　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために甲から貸与された個人情報が記録された資料等を複製（複写を含む。）し、又は甲の指定する場所以外に持ち出して使用してはならない。
（再委託の禁止）
第８　乙は、委託業務を遂行するために得た個人情報を自ら取り扱うものとし、第三者（第三者が乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。)に取り扱わせてはならない。ただし、甲の書面による事前の承諾を得た場合は、この限りではない。
２　乙は、前項ただし書の規定により個人情報を取り扱う業務を第三者に委託(請負その他これに類する行為を含む。以下「再委託」という。)する場合、当該再委託を受ける者(以下「再委託先」という。)に対し、この契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。
３　乙は、再委託先の当該業務に関する行為及びその結果について、乙と再委託先との契約(以下「再委託契約」という。)の内容にかかわらず、甲に対して責任を負うものとする。
４　乙は、第２項の再委託を行う場合、再委託契約において、再委託先が委託契約約款及び特記事項を遵守するために必要な事項その他甲が指示する事項を規定するとともに、再委託契約先に対する必要かつ適切な監督、個人情報に関する適正な取扱い及び管理について、具体的に規定しなければならない。
５　乙は、第２項の再委託を行った場合、再委託先による当該業務の履行を監督するとともに、甲の求めに応じて、履行の状況を甲に対して適宜報告しなければならない。
６　乙は、再委託先に対し、甲の書面による事前の承諾なくして、個人情報をさらなる委託(請負その他これに類する行為を含む。以下「再々委託」という。)により第三者(以下「再々委託先」という。)に取り扱わせることを禁止し、その旨を再委託先と約定しなければならない。
７　第１項から前項までの規定は、前項の規定による甲の承諾を得て個人情報を取り扱う業務を再々委託する場合について準用する。
（資料等の返還等）
第９　乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等について、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。
（報告及び検査）
第１０　甲は、必要があると認めるとき又はこの契約が終了したときは、乙に対し、委託業務に係る個人情報の取扱い及び管理の状況について報告を求め、又はその検査をすることができる。
２　甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、委託業務を行う場所及び個人情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所で検査することができる。
３　乙は、甲から前２項の指示があったときは、速やかにこれに従わなければならない。
（事故発生時における報告）
第11　乙は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
（契約の解除及び損害賠償）
第12　甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。
